














































ところで，最近の裁判例―【1】神戸地裁平成 26 年 12 月 16 日判決⑴―で，



















（1） 　平成 16 年 8 月 1 日，Aは，Y保険会社（被告）との間で，自らを被
保険者とし，保険金受取人を「法定相続人」と指定して，次の内容の生


























約款 30 条，契約②及び同③につき約款 29 条）。






（3） 　平成 23 年 4 月 5 日，保険契約者兼被保険者Aが死亡したが，この際
に本件保険契約に基づく保険料のうち 1万 6795 円が未払となっていた。
（4） 　B及び C（いずれもAの子）は，神戸地裁尼崎支部に被相続人Aの相
続放棄の申述をし，平成 23 年 6 月 6 日，同申述はいずれも受理された。
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（6） 　平成 24 年 8 月 9 日，原告は被告に対して，Aの相続人がX，B及び C
の 3名であることを示す追加の戸籍関係書類を提出したことにより，約
款上の必要書類をすべて提出した（なお，Y社の平成 24 年 8 月 10 日か
ら「その日を含めて 5営業日以内」の最終日は，同月 17 日である）。そ
の際，Y社はXに B・Cと連名で保険金請求することを案内したが，Xは，




平成 24 年 11 月 7 日に，B及び Cに架電し，本件保険契約に基づく死亡
保険金請求手続を行うことを勧めたが，同人らはこれを拒否した。
（7） 　平成 24 年 12 月 5 日，Y社尼崎営業所長および従業員の 2名が，X宅
を訪問し，Xに対してXが単独で請求を行うことで死亡保険金の 3分の
1の支払が可能であることなどを告げた。





保険契約に基づく死亡保険金の保険金額 300 万円からみ未払保険料 1万
6795 円を控除した 298 万 3205 円の 3 分の 1 の金額である 99 万 4405 円
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については，Xが書面で振込先口座を指定すれば送金する旨を告げた。








（11） 　平成 25 年 6 月 14 日，Xに，B・Cの回答書面の内容を知らせるとと













































































































































































死亡保険金 300 万円から未収保険料 1万 6795 円を控除した 298 万 3205 円を




























































































⑻　最判昭和 58・9・8 民集 37 巻 918 頁。なお，同判決の評釈として，遠藤賢治『最高
裁判所判例解説・民事篇（昭和 58 年度）』335 頁（法曹会，1988 年），遠藤賢治「判批」
ジュリ 808 号 69 頁（1988 年），坂口光男「判批」『昭和 58 年重要判例解説』ジュリ 
815 号 111 頁，青谷和夫「判批」判評 299 号 47 頁（1984 年），石原全「判批」金商 
















るのかという点について，判例【1】は，【3】最高裁昭和 40 年 2月 2日判決⑼
別冊ジュリ 121 号 78 頁（有斐閣，1993 年），竹内昭夫「判解」『生命保険判例百選〔増
補版〕』別冊ジュリ 97 号 212 頁（有斐閣，1988 年），平野明「判批」保険事例研究会
レポート 48 号 10 頁（1989 年），成沢一憲「判批」生命保険経営 52 巻 6 号 65 頁（1984
年）などがある。




























⑽　東京地判昭和 60・10・25 判時 1181 号 155 頁。本判決の評釈として，酒巻宏明「判批」











　　名古屋地判平成 4・8・17 判タ 807 号 237 頁。同判決の評釈として，山野嘉朗「判批」







































⑿　最判平成 6・7・18 民集 48 巻 5 号 1233 頁。なお，同判決の評釈として，大内俊美「判
批」ジュリ 1060 号 62 頁（1995 年），鹿野菜穂子「判批」法教 173 号 132 頁（1995 年），
























52 頁（1995 年），甘利公人「判批」『平成 6年度重要判例解説』108 頁（1995 年），山
下友信「判批」ほうむ 40 号 74 頁（1995 年），同「判批」金法 1428 号 72 頁（1995 年），
中島伸一「判批」『損害保険判例百選〔第 2版〕』184 頁（有斐閣，1996 年），山下孝
之「判批」民商 113 巻 3 号 409 頁（1995 年），野村修也「判批」判例評論 438 号 219
頁（1995 年）がある。また，同判決を題材とする研究として，山下典孝「保険金受取



















判昭和 62・3・31 判タ 654 号 236 頁，東京高判平成 3・9・19 判時 1407 号 115 頁がある。
また，均等割合説を採用する学説としては，石橋三洋「保険金受取人の指定と相続財産」
戸田修三ほか編『商取引法の基礎』（青林書院，1978 年）312 頁，酒巻宏明「判批」
判タ 662 号 53 頁（1988 年），近藤光男「判批」『生命保険判例百選〔増補版〕』（有斐閣，
1988 年）251 頁，服部榮三ほか編『基本法コンメンタール商法総則・商行為法〔第 4版〕』
（日本評論社，1997 年）275 頁〔金澤理執筆〕，山下典孝「保険金受取割合をめぐる一
考察」生命保険経営 61 巻 2 号 150 頁（1993 年），山野嘉朗「判批」『倉澤康一郎先生
還暦記念・商法の判例と論理』（日本評論社，1994 年）777 頁，浜田盛一「判批」判
タ 868 号 52 頁以下，57 頁（1995 年）がある。
⒁　いわゆる相続人指定事例において，相続割合説を採用した裁判例としては，東京地
判昭和 60・10・25 判時 1182 号 155 頁，東京地判平成 2・10・23 金判 958 号 12 頁が
ある。また，相続割合説を採用する学説としては，石田満『商法Ⅳ（保険法）』（青林
書院，1997 年）284 頁，坂口光男『保険法』302 頁，山下孝之「判批」『生命保険判例
百選〔増補版〕』（有斐閣，1988 年）27 頁参照。
⒂　洲崎博史「保険金受取人の指定・変更」私法 56 号 101 頁（1994 年），野村・前掲注（12）

















































































債権―〔第 3版〕』（日本評論社，2013 年）1014 頁，我妻榮『債権各論上巻』（岩波書店，


























780 頁 [ 中馬義直＝新堂明子執筆 ]，我妻・前掲注（18）121 頁参照。
⒇　大判大正 5・7・5民録 22 輯 1336 頁。なお，我妻・前掲注（18）121-122 頁参照。






















（有斐閣，1958 年）42 頁以下，大森忠夫『保険法〔補訂版〕』（有斐閣，1988 年）278 頁，
西島梅治『保険法〔第 3版〕』（悠々社，1998 年）329 頁，山下（友）・前掲注（5）保

























該請求権の帰趨が問題となった事案として，【5】大阪高裁平成 11 年 12 月
21 日判決26がある。この判例【5】の事実関係は次の通りである。保険契約
者兼被保険者であるAは，その子の一人である Bを保険金受取人として，
昭和 62 年 5 月 1 日，Y社と，保険期間を終身，保険金額を死亡保険金 3000
万円および変動保険金の合計額とする生命保険契約を締結した（なお，Y社
24　大森・前掲注（22）保険法 305 頁など参照。
25　大森・前掲注（22）論文 42 頁，大森・前掲注（22）保険法 278 頁，西島・前掲注（22）






請求権が消滅する旨の条項がある）ところ，平成 5年 12 月 12 日に Aが死










































































28　出口正義「判批」損害保険研究 61 巻 4 号 149 頁（2000 年），竹濵修「判批」保険事
例研究会レポート 153 号 1 頁（2000 年），西原慎治「判批」法学研究（慶應義塾大学）
74 巻 7 号 155 頁（2001 年）。
29　中村敏夫「保険金受取人の受益の拒絶」『生命保険契約法の理論と実務』（保険毎日
新聞社，1997 年）199 頁，山下孝之「取引実務からみた生命保険の財産法的側面」『生
命保険の財産法的側面』（商事法務，2003 年）56 － 57 頁，中西正明「追加説明」保
険事例研究会レポート 153 号 4 頁（2000 年），山下典孝「保険金受取人による保険金
請求権の放棄再考」法学新報 107 巻 11 ＝ 12 号 605 頁（1994 年，同「保険金受取人に
よる保険金請求権の放棄」『安井信夫先生古希記念・変化の時代のリスクと保険』（文
眞堂，2000 年）132 頁，広瀬裕樹「判批」法政論集 190 号 368 － 369 頁（2001 年），
笹本幸祐「生命保険契約の保険金受取人の権利取得と放棄」『倉澤康一郎先生古稀記念・
商法の歴史と論理』327 頁以下（新青出版，2005 年）のほか，大森・前掲注（22）論






























32　山下（孝）前掲注（29）56 頁，山下（友）・前掲注（5）保険法 509 頁参照。
33　笹本・前掲注（29）論文 356 頁以下，広瀬・前掲注（29）論文 368 頁以下参照。


















































































































を受けた保険契約者による解除（58 条 2 項），危険の増加を受けた保険者に
よる解除（56 条 1 項），保険者が破産した場合の保険契約者による解除（96
条 1 項），保険契約者が契約を解除しないまま保険者の破産手続開始決定の















るといわれることがあった（奥田宏「保険契約者配当」ジュリ 738 号 86 頁（1981 年），





27・4・23（平成 27 年（ネ）第 208 号・生命保険金請求控訴事件，判例集等未登載）
が出され，そこでも判例【1】の結論は維持されている。なお，現在，最高裁判所に
上告されているようであり，今後の動向を見守りたい。
